
予算要求資料
平成30年度9月補正予算　　　支出科目　款：議会費　項：議会費　目：議会費　　　
	事業名　本会議中継手話通訳導入等事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　議会事務局総務課　管理調整係　電話番号：058-272-1111（内3312 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c12159@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　補正要求額  1,947千円（現計予算額：20,699千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	20,699
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,699

	補　正

要求額
	1,947
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,947

	決定額
	3,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,200


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
①本会議中継（テレビ・インターネット）における手話通訳の導入
・平成２９年１２月、岐阜県議会活性化改革検討委員会が、「岐阜県障害のある人もない人も共に生きる清流の国づくり条例」の趣旨に沿い、また議会活動の一層の透明性向上を図るため、本会議中継において手話通訳を導入すべきとして中間答申。
・平成３１年第１回定例会から本会議中継における手話通訳を導入。
・導入に先立って、平成３０年第５回定例会にて、試験運用を行う。
②議会テレビ番組における字幕対応
・平成３０年３月３０日付け広第２１２号・情企第４９９号・障第１６２７号通知「障がい者に配慮した今後の県政情報の発信について」にて、県が制作する映像での字幕導入が必要とされたことを踏まえ、議会で委託により制作しているテレビ番組においても字幕放送を実施する。

（２）事業内容

・本会議中継（テレビ・インターネット）における手話通訳の導入
・議会テレビ番組（「新正副議長に聞く」、「県議会だより」）における字幕放送の実施
（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10（岐阜県議会にかかる経費であるため）
（４）類似事業の有無
・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	510
	・手話通訳派遣・通訳内容検証 875
・手話通訳映像撮影  465
・ＴＶ中継への映像提供  333
・議会テレビ番組字幕導入経費  467

・既定経費（テレビ中継日の日数減に伴う）の減　△1,630

	工事請負費
	1,437
	・本会議インターネット中継での手話通訳導入に対応するための議場放送設備の改修

	合計
	1,947
	


	　決定額の考え方　

　所要額を計上します。既定経費の減額については３月補正対応とします。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
①本会議中継（テレビ・インターネット）における手話通訳への対応
・平成２９年１２月岐阜県議会活性化改革検討委員会における中間答申
②議会テレビ番組における字幕対応
・平成３０年３月３０日付け広第２１２号・情企第４９９号・障第１６２７号通知「障がい者に配慮した今後の県政情報の発信について」
（２）国・他県の状況

・１４都府県にて本会議手話通訳対応済み（平成３０年７月現在）。
（３）後年度の財政負担
平成３１年度（年間想定）
・手話通訳対応にかかる経費　5,697千円
・議会テレビ番組字幕対応にかかる経費　467千円
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■ 新規要求事業　

	□ 継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・平成２８年３月、議員提案により制定された「岐阜県障害のある人もない人も共に生きる清流の国づくり条例」の趣旨に沿い、県は、ろう者が県政に関する情報を速やかに得ることができるよう、手話を用いた情報発信に努めることとされ、また議会活動の透明性向上のため、本会議の中継において手話通訳を導入することが必要となった。
・平成３０年３月３０日付け広第２１２号・情企第４９９号・障第１６２７号通知「障がい者に配慮した今後の県政情報の発信について」により、県が制作する映像での字幕導入が必要とされたことを踏まえ、議会で委託により制作しているテレビ番組においても字幕放送を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	指標を設定するのになじまない性格の経費であるため。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	岐阜県障害のある人もない人も共に生きる清流の国づくり条例の趣旨に沿い、また議会活動の透明性向上のため、岐阜県議会活性化改革検討委員会の答申を踏まえ、手話通訳導入は必要である。
また、平成３０年３月３０日付け広第２１２号・情企第４９９号・障第１６２７号通知「障がい者に配慮した今後の県政情報の発信について」により、県が制作する映像での字幕導入が必要とされたことを踏まえ、議会で委託により制作しているテレビ番組においても字幕放送を実施する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
手話通訳の導入に当たっては、手話通訳者、手話通訳撮影業者等と密に連携をとり、聴覚障害者にとって、分かりやすく議会情報を提供できるよう検証していく必要がある。
　


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

より多くの県民に議会活動を発信するために、本会議中継における手話通訳及び議会テレビ番組における字幕放送の実施は今後も継続すべき事業である。


